
《補正予算案の特色》

◎　「人口定着・確かな暮らし」の実現に向けた施策の展開

　◇　信州の強みを活かした観光振興

　◇　創業しやすい環境づくりの推進と企業誘致の強化

　◇　信州創生を担う人材の確保・育成

　◇　多様な働き方・暮らし方の創造

◎　災害からの復興支援

◎　県政課題に対応した社会資本整備

補正予算額  　 ６７億１６７８万円 （会計間の重複を調整後）

（債務負担行為  １０億１３５３万６千円 )

一般会計 ６２億３０２４万８千円
（債務負担行為） (１０億１３５３万６千円 )

流域下水道事業費特別会計 ４億８６５３万２千円

* うち 「地方創生交付金」活用事業 　３億１８４７万６千円

・ 被災箇所の復旧工事や道路・河川の計画的修繕を進め、県民生活の安全・安心の確保を図ります。

〔木曽観光の復興支援、被災者向け公営住宅の建設支援　等〕

・ 観光振興や信州ＡＣＥ（エース）プロジェクト推進のため、観光道路やウォーキングロード等の整
備を進めます。

◎

〔県単独公共事業、補助公共事業〕

・ 「移住したい県№１」のブランド力を活かし大都市圏等からの移住を促進します。
〔ふるさとテレワークの環境整備、地方の暮らしフェア開催、移住相談の強化〕

・ 木曽地域の観光振興を支援するほか、神城断層地震の被災者支援として、村が行う被災者向け公
営住宅の建設を支援します。

・ 文化芸術による地域活性化のモデルを構築し、交流人口の拡大、移住・定住の促進を図ります。
〔「アーティスト・イン・レジデンス in信州(AIRIS)」モデルの構築〕

〔プロフェッショナル人材戦略拠点整備、中小企業のイメージアップを図るドラマ制作等の実施〕

・ 「しあわせ健康県」の実現に向け、介護需要の増加を見据えた人材の育成・確保を支援します。
〔介護人材の定着及び入職促進の取組支援〕

・ 豊かな自然環境や特色ある学びの場を有する本県で学び育てる魅力を県外に発信し、交流人口の
拡大を図ります。　〔大都市圏に向けた信州で学ぶ魅力の発信、白馬高校国際観光科の開科準備〕

〔創業しやすい環境づくりの推進及び円滑な事業承継の支援〕

・ 県外企業の誘致を強化するため、県独自の助成制度を創設します。
〔県外からの本社等の誘致推進〕

・ 人材確保のための拠点整備など、本県産業の基盤を支える中小企業の活性化を支援します。

・ 本県の価値と魅力を国内外に発信する好機である各種国際会議等の広報・準備を進めます。
〔Ｇ７交通大臣会合、「国際フラワーフォーラム2016（仮称）」〕

・ 「日本一創業しやすい環境づくり」を推進するため、創業支援体制の強化や本県での創業・企業
立地の優位性を広く県外に発信するとともに、後継者不足に悩む中小企業を支援します。

・ 御嶽山噴火災害により地域経済に大きな影響が残る木曽地域の観光振興を支援します。
〔木曽観光の復興及び更なる振興の支援〕

平成27年度９月補正予算案のポイント

   地方創生のフロントランナーとなるべく、「地方創生交付金（※）」を活用し、「人口定着・確かな
暮らし実現総合戦略」の策定に先立ち早期に実施可能な事業を最大限計上し、地方創生の実現
に向けた取組を強力に推進します。　※「地域住民生活等緊急支援のための交付金（地方創生先行型）」

　 また、災害からの復興を支援するとともに、県政課題に対応した社会資本整備を進めます。

・ 北陸新幹線延伸を活かし国内外からの更なる誘客を促進するため、海外で人気が高い忍者やアウ
トドアなどの魅力的な観光資源、観光ルート等を全国及び海外に向け発信します。
〔新ゴールデンルート形成に向けた発信強化、忍者を活用した誘客推進、アウトドア・アクティビティの魅力発信〕

平成27年（2015年）９月16日

総務部財政課財政企画係

（課長）岡地 俊季 （担当）高橋 寿明

電話:026-235-7039（直通）

: 026-232-0111(代表） 内線2053

FAX:026-235-7475

E-mail zaisei@pref.nagano.lg.jp
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※　＊は「地方創生交付金」活用事業、〔  〕は成果目標

◇ 信州の強みを活かした観光振興

＊新たなゴールデンルート形成に向けた発信強化
１０００万円 ＜観光部＞

・富山、石川両県と連携し、中国の大手旅行雑誌への広告掲載、旅行会社招へい　等
〔外国人宿泊者数：41.4万人（平成27年）〕
〔中国からの延宿泊者数：4.0万人（平成27年）〕

＊忍者を活用した観光誘客の推進 ８６４万円 ＜観光部＞

・日本忍者協議会（仮称）構成各県等と連携し、ガイド誌や専門ＨＰ等の作成　
〔外国人宿泊者数：41.4万人（平成27年）〕

＊アウトドア・アクティビティの魅力発信 １２５２万５千円 ＜観光部＞

・アウトドア・アクティビティ体験を含む滞在型旅行商品の造成
・アウトドア・アクティビティ情報を発信する専用ＷＥＢサイトの開設、魅力発信映像の制作　
〔旅行商品造成数：20件（平成27年度）〕

木曽観光の復興及び更なる振興を支援 ４０００万円 ＜観光部＞

〔木曽地域宿泊者数：168,300人（平成27年10月～平成28年３月）〕

エコ観光地づくり計画の策定 ９０３万５千円 ＜環境部＞

〔県内温室効果ガス総排出量の削減率：対平成２年度 △６%（平成29年度）〕

＊Ｇ７交通大臣会合を契機とした国際会議の誘致や誘客の促進
１８７６万４千円 ＜産業労働部＞

・事業主体：Ｇ７交通大臣会合長野県推進協議会（仮称）
〔Ｇ７交通大臣会合長野県推進協議会（仮称）事業計画の策定（平成27年度）〕

「国際フラワーフォーラム2016（仮称）」の開催準備 ６４９万９千円 ＜農政部＞

〔花き産出額：143億円（平成26年度）→ 160億円（平成29年度）〕

平成28年９月に軽井沢町で開催されるＧ７（先進７カ国）交通大臣会合の開催に向け、本
県の持つ強みを国内外へ発信し、国際会議の誘致や観光誘客を促進

花きの生産振興と新たな需要創出を目的に平成28年７月開催予定の「国際フラワーフォー
ラム2016（仮称）」に向け、新品種展示用ハウスを整備するほか、実行委員会が行う運営計
画の策定、広報等の経費を負担

中部北陸９県からなる「昇龍道」など長野県を含む観光ルートを、多くの外国人観光客が
訪れる新たなゴールデンルートにするため、北陸新幹線沿線の魅力的な観光資源などを中国
市場等へ向け強力に発信

海外からクールコンテンツとして人気の高い「忍者」を活用して更なる誘客を推進するた
め、国内外に向け、忍者施設やそれに関連する観光情報等を集中的に発信

豊かな自然環境に恵まれた長野県の強みであるアウトドア・アクティビティの魅力を総合
的かつ効果的に発信し、誘客を促進するため、民間事業者や関係機関と連携し、専用ＷＥＢ
サイトの開設や旅行商品造成等を実施

御嶽山噴火の影響が残る木曽地域において、観光の復興及び更なる振興を図るため、特産
品やリフト券の購入に使える地域限定優待券の発行、木曽地域観光の将来を考えるイベント
の開催、メディアを活用した情報発信等を実施

環境を保全しながら観光地を活性化させるため、ビーナスライン周辺を対象に、電気自動
車と木質バイオマスエネルギーの活用による低炭素で魅力ある観光地づくり計画を策定

◎ 「人口定着・確かな暮らし」の実現に向けた施策の展開
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◇ 創業しやすい環境づくりの推進と企業誘致の強化

＊創業しやすい環境づくりの推進及び円滑な事業承継の支援
５５５４万３千円 ＜産業労働部＞

・創業に関する相談体制の強化、経営改善の専門家派遣、業種別創業塾の開催
・金融機関や投資家へ向けた県内ベンチャー企業のＰＲ
・県内での創業や企業立地について、新聞・雑誌等を活用した効果的なＰＲを実施
・転職イベントへの出展による県内企業の後継者バンクへの登録
〔創業相談件数：500件（平成27年度）〕
〔企業の課題解決件数：20件（平成27年度）〕

＊県外からの本社等の誘致を推進 ２１３０万円 ＜産業労働部＞

・移転に伴う施設整備等を支援する本社等移転促進助成金の創設
・企業誘致を戦略的に行うため、ターゲット企業の情報収集、本県の優位性をＰＲするＤＶＤの制作
〔認定件数：２件（平成27年度）〕
〔企業誘致件数：40件（平成27年度）〕

◇ 信州創生を担う人材の確保・育成

＊企業と専門人材のマッチングを支援するプロフェッショナル人材戦略拠点の整備
４０００万円 ＜産業労働部＞

・中小企業の人材ニーズの把握、民間人材ビジネス事業者等と連携した専門人材とのマッチング
・転職イベントへの出展、新聞・雑誌等を活用した効果的なＰＲを実施
〔相談・訪問企業数：200社（平成27年度）〕

＊中小企業のイメージアップを図るドラマ制作等の実施 ２４９９万４千円 ＜産業労働部＞

・世界的に活躍する中小企業で働く若者が主人公の短編ドラマの制作、発信
・トークイベントや中小企業の自社ＰＲ等を行うＵＩターンイベントの開催
〔ネットドラマ再生回数：10万回以上（平成27年度）〕
〔イベント参加者数：500人（平成27年度）〕

＊介護人材の定着及び入職促進の取組への支援 ４９２０万４千円 ＜健康福祉部＞

・介護事業所におけるＯＪＴ指導担当者向け研修の実施
・介護事業所向け介護人材定着研修会の開催
・民間のノウハウを活用し、移住者を含む求職者と事業所とのマッチングを支援
〔事業終了後の継続雇用率：75％以上（平成27年度）〕

県内での創業及び円滑な事業承継を促進するため、創業に向けた相談体制の強化や経営改
善の専門家派遣、県内での創業・企業立地の優位性を首都圏に向け強力に発信するほか、首
都圏での転職イベントを活用した後継者バンクへの登録等を支援

信州を基盤に活躍する企業の誘致を推進するため、本社等の移転のうち国の優遇制度の対
象とならない小規模な移転に対する新たな助成制度の創設等、支援策を拡充

中小企業の新事業展開や販路開拓等を促し、専門人材の活用による経営革新を促進するた
め、プロフェッショナル人材戦略拠点を整備し、企業と専門人材とのマッチングを支援

首都圏に住む学生等の県内中小企業への就職を促進するため、他県と連携して、世界的に
活躍する中小企業を題材とした短編ドラマの制作等、地方の中小企業のイメージアップを図
る取組を実施

増加する介護需要に対応するため、介護事業所におけるＯＪＴの充実等を通じた人材定着
を支援するほか、移住者を含む求職者と事業所とのマッチングを支援
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＊大都市圏に向けた信州で学ぶ魅力の発信 ３３９１万１千円 ＜県民文化部＞

・山手線等への車体広告、北陸新幹線等への車内広告の掲出
・信州で学ぶ魅力を伝える「信州の魅力発見大学」の開催（５回）、動画サイトを活用したＰＲ
・県内大学等が連携した受験相談会の開催、近県との広域連携による受験者獲得イベントの開催
〔県外から県内大学への入学志願者数：8,428人（平成27年度）→ 9,257人（平成28年度）〕
〔県内大学・短大の入学定員未充足数：399人（平成27年度）→ 200人（平成28年度）〕

＊白馬高校国際観光科の開科準備 １８９万９千円 ＜教育委員会＞

〔県外からの入学者数：15人以上（平成28年度）〕

◇ 多様な働き方・暮らし方の創造

＊ふるさとテレワークの環境整備 ２７２５万円 ＜企画振興部＞

・移住者受入市町村に関する情報提供や移住後のテレワークに必要なシステムを一体的に整備
〔テレワーカー数：29人（平成27年度）〕

＊「いいね！地方の暮らしフェア」の開催 ６３８万１千円 ＜企画振興部＞

・ステージイベント、移住・就業相談ブースの設置、物産品販売、パネル展示　等
〔入場者数：3,000人〕
〔各県ブースでの相談件数：50件〕

＊移住相談機能の強化及び情報発信の充実 ８０６万５千円 ＜企画振興部＞

・大阪及び名古屋の移住・交流サポートデスクに専従の相談員を配置
・大阪ふるさと暮らし情報センター内に県の資料ブースを設置、セミナー開催回数を拡充
・移住専門誌に長野県の魅力、移住希望者への支援情報等の特集記事を掲載
〔相談件数：大阪　240件、名古屋　160件（平成27年度）〕

「アーティスト・イン・レジデンス in 信州」モデルの構築 ９１７万３千円 ＜県民文化部＞

・事業主体：県、大町市等で組織する協議会　　
※アーティスト・イン・レジデンス：国内外から招へいする芸術家が、滞在中に作品の制作や展示等
　　　　　　　　　　　　　　　　　の活動を行うこと、またはそれを支援する取組
〔アーティスト・イン・レジデンスによる交流人口数：15,000人(平成26年度)→75,000人(平成29年度)〕
〔アーティスト・イン・レジデンスによる移住・定住者数：８人(平成26年度)→25人(平成29年度)〕

信州で多くの若者が学ぶことを通じ、地域の将来を担う人材の育成・確保を図るため、豊
かな自然環境や特色ある学びの場を有する信州で学ぶ魅力を大都市圏に向け発信

平成28年４月の白馬高校国際観光科開科に向け、地域の観光資源を活用した魅力あるカリ
キュラム編成や教材開発を行うカリキュラム・コ－ディネ－タ－の配置や生徒の全国募集用
パンフレットの作成等を実施

人と仕事を県内へ誘致するため、情報通信技術を活用して、都会での仕事を継続しながら
信州で暮らす「ふるさとテレワーク」のための環境を整備

若い世代に地方暮らしの魅力を伝え、移住を促進するため、「日本創生のための将来世代
応援知事同盟」12県が合同でイベントを開催

中山間地域等における文化芸術を媒介とした交流人口の増加及び移住・定住の促進を図る
ため、「アーティスト・イン・レジデンス in 信州（ＡＩＲＩＳ）」モデル事業を大町市等
と協働して実施

都市部からの移住を促進するため、関西・中京圏の移住相談窓口機能を強化するととも
に、移住専門誌等を活用して情報発信を充実
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木曽観光の復興及び更なる振興を支援（再掲） ４０００万円 ＜観光部＞

〔木曽地域宿泊者数：168,300人（平成27年10月～平成28年３月）〕

被災者向け公営住宅の建設を支援 ４０１６万７千円 ＜建設部＞

・事業主体：小谷村
・補助率　：1/6以内
〔公営住宅の完成：８戸（平成27年度）〕

観光地へのアクセス性向上のための道路整備 １３億２８５０万円 ＜建設部＞
（債務負担行為　　　３億５６００万円 ）

・観光アクセス道路の拡幅、歩道の設置、舗装修繕等：60か所

信州ＡＣＥ（エース）プロジェクト推進のためのウォーキングロード等の整備
６０００万円 ＜建設部＞

（債務負担行為　　　３０００万円 ）

・ウォーキングロードの整備、ボート競技消波堤（諏訪湖）修繕：２か所

県単独公共事業（一部再掲） ４３億４５２７万７千円
（債務負担行為　　　７億９００万円 ）

＜農政部、林務部、建設部＞

・被災箇所の復旧工事等：179か所（白馬村、小谷村、小川村ほか）
 （道路、河川、砂防、治山、農地、農業用水路　等）
・観光アクセス道路、ウォーキングロード等の整備：62か所　　

補助公共事業 １３億７６８１万円 ＜建設部＞
（債務負担行為　　　３億円 ）

・道路改良工事：89か所
・地すべり対策：10か所
〔国・県道の改良率：66.4％（平成26年度末見込）→ 66.8％（平成27年度末）〕
〔地すべり対策事業による保全人家戸数：75戸（平成27年度）〕
〔用途地域内都市計画道路整備率：47.5％（平成26年度末）→ 48.2％（平成27年度末）〕

被災者の生活再建と被災地域の再生が円滑に進むよう、小規模自治体による被災者向け公
営住宅の建設費に対して助成

来年度の観光・誘客イベントの開催を控え、観光地へのアクセス性を向上させるため、観
光地周辺の道路の拡幅や歩道の整備、舗装修繕等を実施

信州ＡＣＥ（エース）プロジェクトの「体を動かす（アクション）」を推進するため、
ウォーキングロードの整備等を実施

神城断層地震や記録的な積雪に伴う融雪災害による被災箇所の復旧、道路・河川の計画的
修繕、来年度の観光イベント開催も踏まえた観光アクセス道路の整備等を追加

神城断層地震による地すべり箇所の復旧、災害時の緊急輸送路の確保を図る道路整備、歩
行者・自転車の安全確保を図る歩道整備等を追加

御嶽山噴火の影響が残る木曽地域において、観光の復興及び更なる振興を図るため、特産
品やリフト券の購入に使える地域限定優待券の発行、木曽地域観光の将来を考えるイベント
の開催、メディアを活用した情報発信等の実施を支援

◎ 県政課題に対応した社会資本整備

新

◎ 災害からの復興支援
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土砂災害の恐れがある区域の指定に向けた基礎調査の実施 ９２４万円 ＜建設部＞

・対象市町村：長野市、飯山市
〔基礎調査の実施：260か所（平成27年度）〕

災害発生時の状況把握等に活用する無人航空機の導入 ８００万円 ＜建設部＞

・無人航空機（ドローン）導入数：５機

中信地区特別支援学校再編に向けた分教室等の整備 ９４２万８千円 ＜教育委員会＞

・松本盲学校への松本養護学校高等部分教室等の設置に向けた備品等の整備
・寿台養護学校重度重複障がい部門の受入拡充に向けた教室の改修　

「国民の祝日『山の日』記念全国大会（仮称）」の開催準備 ５００万円 ＜林務部＞

〔大会実施計画の策定（平成27年度）〕

公共施設等での再生可能エネルギー導入への支援 ２８０４万６千円 ＜環境部＞

〔発電設備容量でみるエネルギー自給率：78.9%（平成26年度）→ 86.0%（平成27年度）〕
〔１村１自然エネルギープロジェクト登録件数：150件（累積）（平成27年度）〕

「コンプライアンス推進参与（仮称）」の設置 １８７万６千円 ＜総務部＞

ふるさと信州寄付金を活用した事業の実施 １３０万円
＜危機管理部、教育委員会＞

　長野県を応援したいという思いで贈られたふるさと信州寄付金を活用した事業を実施
・消防防災航空隊用救助用具の整備
・全国中学校陸上競技選手権大会に向けた選手の強化
・小学生へのスキー指導用ＤＶＤの制作

がけ崩れ、土石流、地すべりの恐れのある区域を明らかにし、必要な措置を講じるため、
土砂災害警戒区域等の指定に向けた基礎調査の調査箇所を追加して実施

災害発生時における被災状況の迅速な把握や土木施設の点検等を効率的に行うため、無人
航空機（ドローン）を導入

中信地区特別支援学校再編整備計画に基づき、平成28年４月の分教室設置等に向け教室を
改修するほか、必要な備品等を整備

災害に強い低炭素な地域づくりを進めるため、市町村が行う避難所や防災拠点等への自然
エネルギー設備導入に対して助成

職員の意識改革や風通しの良い職場づくりの推進により、不祥事を未然に防止し県民から
信頼される組織づくりを進めるため、外部からの専門家の登用による「コンプライアンス推
進参与（仮称）」を設置

平成28年８月に松本市上高地で開催される「国民の祝日『山の日』記念全国大会（仮
称）」の開催に向けた準備を、松本市等と協力して実施

◎ その他

新

新

新

新
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（単位　千円）

（Ａ） （Ｂ） ％

6,230,248 870,383,994 876,614,242 866,866,419 101.1

486,532 274,153,208 274,639,740 252,503,909 108.8

流 域 下 水 道
事 業 費 486,532 11,623,232 12,109,764 11,887,393 101.9

１　平成27年度９月補正予算総括

一 般 会 計

会 計 別
補 正 前 の 額

平　　成　　27　　年　　度 平  成  26  年  度

９月現計予算額 (A)/(B)

補 正 予 算 額 計

特 別 会 計

1



２ 　 一　般　会　計

　　（１）　　歳　 入 （単位 千円）

平　　　 成　　　 27　　　 年　　　 度 平成26年度

区　　　　　　分
補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計

９月現計予算額

（Ａ） （Ｂ） ％

1 県 税 － 215,904,888 215,904,888 196,269,584 110.0

2
地 方 消 費 税
清 算 金

－ 73,781,000 73,781,000 51,562,000 143.1

3 地 方 譲 与 税 － 39,903,001 39,903,001 37,736,001 105.7

4
地 方 特 例
交 付 金

－ 648,000 648,000 650,000 99.7

5 地 方 交 付 税 － 207,004,000 207,004,000 216,632,484 95.6

6
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

－ 820,000 820,000 779,000 105.3

7
分 担 金 及 び
負 担 金

14,215 4,245,456 4,259,671 2,485,705 171.4

8
使 用 料 及 び
手 数 料

－ 16,151,042 16,151,042 14,471,655 111.6

9 国 庫 支 出 金 677,702 106,590,486 107,268,188 106,821,663 100.4

10 財 産 収 入 － 1,854,886 1,854,886 1,840,755 100.8

11 寄 付 金 8,000 183,056 191,056 102,868 185.7

12 繰 入 金 52,594 17,708,589 17,761,183 36,017,745 49.3

13 繰 越 金 2,377,702 68,753 2,446,455 2,282,136 107.2

14 諸 収 入 9,035 79,385,837 79,394,872 82,201,823 96.6

15 県 債 3,091,000 106,135,000 109,226,000 117,013,000 93.3

計 6,230,248 870,383,994 876,614,242 866,866,419 101.1

(A)/(B)
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　　（２）　　歳　出（目的別） （単位 千円）

平　　　 成　　　 27　　　 年　　　 度 平成26年度

区　　　　　　分
補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計

９月現計予算額

（Ａ） （Ｂ） ％

1 議 会 費 － 1,447,429 1,447,429 1,455,672 99.4

2 総 務 費 52,945 35,518,769 35,571,714 41,833,217 85.0

3 民 生 費 63,279 112,363,010 112,426,289 109,720,816 102.5

4 衛 生 費 － 26,613,764 26,613,764 23,178,168 114.8

5 労 働 費 － 4,249,462 4,249,462 5,460,981 77.8

6 環 境 費 37,081 3,603,435 3,640,516 3,326,375 109.4

7 農 林 水 産 業 費 118,622 48,876,572 48,995,194 59,881,402 81.8

8 商 工 費 231,766 76,148,945 76,380,711 80,603,982 94.8

9 土 木 費 5,680,217 94,011,194 99,691,411 98,505,189 101.2

10 警 察 費 － 43,005,989 43,005,989 42,813,265 100.5

11 教 育 費 46,338 199,336,785 199,383,123 198,415,390 100.5

12 災 害 復 旧 費 － 8,650,747 8,650,747 5,416,951 159.7

13 公 債 費 － 137,106,697 137,106,697 139,250,190 98.5

14 諸 支 出 金 － 79,351,196 79,351,196 56,904,821 139.4

15 予 備 費 － 100,000 100,000 100,000 100.0

計 6,230,248 870,383,994 876,614,242 866,866,419 101.1

(A)/(B)
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　　（３）　歳　出（性質別） （単位 千円）

平　　　 成　　　 27　　　 年　　　 度 平成26年度

区　　　　　　分

補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計

９月現計予算額

（Ａ） （Ｂ） ％

3,971 254,149,516 254,153,487 252,016,982 100.8

－ 16,012,692 16,012,692 14,167,609 113.0

－ 136,702,368 136,702,368 138,738,204 98.5

5,804,403 141,160,655 146,965,058 164,324,435 89.4

一般公共事業費 1,376,810 76,704,743 78,081,553 81,890,070 95.3

災害公共事業費 － 8,578,500 8,578,500 5,338,255 160.7

一般単独事業費 4,427,593 40,792,107 45,219,700 64,088,602 70.6

災害単独事業費 － 72,247 72,247 78,696 91.8

直轄事業負担金 － 15,013,058 15,013,058 12,928,812 116.1

421,874 322,358,763 322,780,637 297,619,189 108.5

計 6,230,248 870,383,994 876,614,242 866,866,419 101.1

(A)/(B)

そ の 他 行 政 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費
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昇龍道プロジェクト促進のため 10,000
の新たなゴールデンルート形成
事業費
[080406]

観光誘客課国際観光推進室
  FAX　026-235-7257
  go-nagano@pref.nagano.lg.jp （地方創生交付金活用事業）

忍者を活用した観光誘客推進 8,640
事業費
[080406]

観光誘客課国際観光推進室
  FAX　026-235-7257
  go-nagano@pref.nagano.lg.jp （地方創生交付金活用事業）

アウトドア・アクティビティ情報 12,525
発信事業費
[080110]

山岳高原観光課
  FAX　026-235-7257
  mt-tourism@pref.nagano.lg.jp （地方創生交付金活用事業）

３　主 要 事 業 一 覧

事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

◎ 「人口定着・確かな暮らし」の実現に向けた施策の展開
　◇信州の強みを活かした観光振興

中部北陸９県からなる「昇龍道」など長野県を含む
観光ルートについて、富山県、石川県と連携し、三
県の魅力が詰まったコンテンツ等を強力に発信し誘
客を進めることにより、１３億人を超える中国市場な
どへの浸透を図り、新たなゴールデンルートの形成
に取組みます。

　・中国の大手旅行雑誌への広告掲載、旅行会社
　　招へい　等

　＊外国人宿泊者数：41.4万人(平成27年)
　＊中国からの延宿泊者数：4.0万人（平成27年)

外国人からクールコンテンツとして人気の高い「忍
者」を他県と協力して集中的に発信し、更なる誘客
を推進します。

　・日本忍者協議会（仮称）構成各県等との連携に
    よるガイド誌や専門ＨＰ等の作成

　＊外国人宿泊者数：41.4万人(平成27年)

長野県のアウトドア・アクティビティの魅力を総合
的・効果的に発信するため、情報発信体制の構築
を図ります。

　・アウトドア情報を発信するＷＥＢサイトの開設
　・アウトドア体験を含む滞在型旅行商品の造成
　・アウトドアと自然の魅力を発信する映像の制作

　*旅行商品造成数：20件（平成27年度）

新

新
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事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

木曽観光復興対策事業費 40,000
（2015信州発信事業費）
[080313]

観光誘客課
  FAX　026-235-7257
  kankoshin@pref.nagano.lg.jp

9,035

[060201]  

環境エネルギー課
  FAX　026-235-7491
  kankyoene@pref.nagano.lg.jp

Ｇ７交通大臣会合推進事業費 18,764
[070109]

産業政策課
  FAX　026-235-7496
  sansei@pref.nagano.lg.jp

「国際フラワーフォーラム2016 6,499
（仮称）」推進事業費
[090409]

園芸畜産課
  FAX　026-235-7481
  enchiku@pref.nagano.lg.jp

　花きの生産振興と新たな需要創出を目的に平成
28年７月開催予定の「国際フラワーフォーラム2016
（仮称）」に向け、新品種展示用ハウスを整備するほ
か、実行委員会が行う運営計画の策定、広報等の
経費を負担します。

　御嶽山噴火災害から約１年が経過するものの、木
曽地域の観光地には未だに深刻な影響が残ってい
ることから、木曽地域への宿泊者に対して特産品の
購入やリフト券の購入に利用可能な優待券を発行
するなど、木曽観光の復興及び更なる振興を支援
します。

　・木曽地域限定優待券の発行
　・木曽地域観光の将来を考えるイベント開催
　・メディアを活用した情報発信　等

　*木曽地域宿泊者数：168,300人
　　（平成27年10月から平成28年3月）

温室効果ガス排出を削減するとともに、観光地を
活性化させるため、ビーナスライン周辺を対象に電
気自動車と木質バイオマスエネルギーの活用による
低炭素で魅力ある観光地を構築する事業計画を策
定します。

　*県内の温室効果ガス総排出量の削減率：
　　対平成２年度△６％（平成29年度）

エコ観光地づくりモデル事業
費

　平成28年９月に軽井沢町で開催されるＧ７交通大
臣会合の開催に向けて、本県の持つ強みを国内外
へ発信し、会合を契機とした誘客を促進するため、
「Ｇ７交通大臣会合長野県推進協議会（仮称）」を設
立し、官民一体となって受入体制の整備を推進しま
す。

*Ｇ７交通大臣会合長野県推進協議会事業計画の策定

（一部　地方創生交付金活用事業）

*花き産出額：
　143億円（平成26年度）→160億円（平成29年度）

新

新

新
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事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

創業・事業承継支援事業費 55,543
[070302]

産業立地・経営支援課
  FAX 026-235-7496
  keieishien@pref.nagano.lg.jp （地方創生交付金活用事業）

本社等企業誘致推進事業費 21,300
[070309]

産業立地・経営支援課
  FAX 026-235-7496
  keieishien@pref.nagano.lg.jp （地方創生交付金活用事業）

プロフェッショナル人材戦略 40,000
拠点事業費
[070313]

産業立地・経営支援課
  FAX 026-235-7496
  keieishien@pref.nagano.lg.jp （一部　地方創生交付金活用事業）

　県内企業の経営革新を促進するため、プロフェッ
ショナル人材戦略拠点を設置し、企業の新たな事
業展開や販路開拓などを支援するとともに、首都圏
の専門人材とのマッチングを行います。

　*相談・訪問企業件数：200件（平成27年度）

　地方創生の一環として、信州を基盤に活躍する企
業の本社等誘致を推進するため、国の優遇制度
（地域再生法）の対象外となる小規模な移転に対
し、県独自に助成するほか、誘致ターゲット企業を
絞り込むための専門企業のデータ活用や本県の優
位性をＰＲするためのDVDの制作等を実施します。

　*認定件数：２件（平成27年度）
　*企業誘致件数：40件（平成27年度）

 ◇信州創生を担う人材の確保・育成

 ◇創業しやすい環境づくりの推進と企業誘致の強化

　「日本一創業しやすい環境づくり」の推進と県内中
小企業の円滑な事業承継を支援するため、（公財）
中小企業振興センターを通じて総合的な支援を実
施するほか、首都圏等において効果的なＰＲを実施
します。

　・創業に関する相談体制の強化と創業関係セミ
　　ナーの実施
  ・専門家派遣による経営改善の促進
　・金融機関・投資家からの投資を促進するイベン
　　トの開催
　・首都圏等において、メディアを活用し、創業や
　　企業立地に関する効果的なＰＲを実施
　・首都圏における転職イベント出展等による後継
　　者の確保
　
　*創業相談件数：500件（平成27年度）
　*企業の課題解決件数：20件（平成27年度）

新

新
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事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

小さな世界企業ドラマ化事業費 24,994
[070110]

産業政策課
  FAX　026-235-7496
  sansei@pref.nagano.lg.jp （地方創生交付金活用事業）

信州介護人材誘致・定着事業費 49,204
[050406]

地域福祉課
  FAX　026-235-7172
  chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp （地方創生交付金活用事業）

33,911

[040801]

私学・高等教育課
  FAX　026-235-7499
  shigaku-koto@pref.nagano.lg.jp

“大都市圏から信州の学び舎
へ”進学者拡大事業費

（地方創生交付金活用事業）

　中小企業の認知度とイメージの向上を図ることで、
首都圏の学生等の県内中小企業への就職を促進
するため、他県と連携して、県内中小企業を題材と
した短編ドラマを制作するとともに、ＵＩターンイベン
トを開催します。

  ・短編ドラマの制作・発信（動画サイト）
  ・首都圏での大学生向けＵＩターンイベントの開催
 
  *ネットドラマ再生回数：10万回以上（平成27年度）
  *イベント参加者数：500人（平成27年度）

増加する介護需要に対応するため、OJT体制の充
実を通じた介護事業所の人材定着を支援するととも
に、県外からの移住希望者を含めた幅広い人材の
介護分野への入職促進の取組を支援します。

・OJT指導担当者向け研修等の実施
・介護事業所向け介護人材定着研修会の開催
・求人・求職のマッチング支援の実施

*事業終了後の継続雇用率：75％以上（平成27年度）

信州で多くの若者が学ぶことを通じて、地域の将
来を担う人材の育成・確保を図るため、豊かな自然
や特色ある学びの場を有する信州で学ぶ魅力を大
都市圏に向け発信します。

　・山手線等への車体広告、北陸新幹線等への車
　　内広告の掲出
　・動画サイト、スマートフォンアプリを活用したＰＲ
　・県内大学の教授等が信州で学ぶ魅力を伝える
　　「信州の魅力発見大学」の開催（５回）
　・県内大学等が連携した受験相談会の開催
　・近県との広域連携による受験者獲得イベントの
　　開催

　*県外からの県内大学の入学志願者数：
　　8,428人（平成27年度）→9,257人（平成28年度）
　*県内大学・短期大学の入学定員未充足数：
　　399人（平成27年度）→200人（平成28年度）

新

新

新
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事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

1,899

[150316] 

高校教育課
  FAX　026-235-7488
  koko@pref.nagano.lg.jp

ふるさとテレワーク市町村共同 27,250
利用システム整備事業費
[020210]

　*テレワーカー数：29人（平成27年度）

情報政策課
  FAX　026-235-0517
  joho@pref.nagano.lg.jp (地方創生交付金活用事業)

「いいね！地方の暮らしフェア」 6,381
開催事業費
[020813]

　・ブースでの移住・就業相談

　*入場者数：3,000人

地域振興課 　*各県ブースでの相談件数：50件

  FAX　026-235-7397
  shinko@pref.nagano.lg.jp （地方創生交付金活用事業）

長野県移住相談窓口機能強化 8,065
事業費
[020806]

地域振興課
  FAX　026-235-7397
  shinko@pref.nagano.lg.jp （地方創生交付金活用事業）

　・ステージイベント及び物産品販売等への出展、
　 事前ＰＲの実施

　・移住相談員の配置（大阪・名古屋）
  ・大阪ふるさと暮らし情報センター内にブースを
　　設置
  ・移住専門誌に特集記事を掲載

　*相談件数：大阪移住・交流サポートデスク　　　240件
　　　　　　　   名古屋移住・交流サポートデスク　 160件
                                                      （平成27年度）

地方創生のモデルとなる新し
い高校づくり推進事業費

（地方創生交付金活用事業）

 ◇多様な働き方・暮らし方の創造

都市部から県内へ人と仕事を誘致するため、市町
村が共通利用できる「ふるさとテレワーク」のシステム
基盤の構築と普及展開を図ります。

「日本創生のための将来世代応援知事同盟」12県
が合同のイベントを東京都内で開催し、若い世代に
地方暮らしの魅力をアピールします。

　白馬高校国際観光科の開科に向けて、教材開発や
地元関係団体との調整を行うカリキュラムコーディネー
ターの配置や生徒の全国募集用パンフレットの作成
等を行います。

　*県外からの入学者数：15人以上（平成28年度）

　県外の移住相談窓口に専従の相談員を配置し、
移住希望者の相談にきめ細かく応じるとともに、移
住専門誌等を活用した情報発信の充実を図りま
す。

新

新

新
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事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

アーティスト・イン・レジデンス 9,173
in信州（AIRIS）モデル事業費
[040101]

文化政策課
  FAX　026-235-7284
  bunka@pref.nagano.lg.jp

木曽観光復興対策事業費 40,000
（2015信州発信事業費）
（再掲）
[080313]

観光誘客課
  FAX　026-235-7257
  kankoshin@pref.nagano.lg.jp

40,167

[110903]

建築住宅課公営住宅室
  FAX　026-235-7486
  jutaku@pref.nagano.lg.jp

◎ 災害からの復興支援

　御嶽山噴火災害から約１年が経過するものの、木
曽地域への観光地には未だに深刻な影響が残って
いることから、木曽地域の宿泊者に対して特産品の
購入やリフト券の購入に利用可能な優待券を発行
するなど、木曽観光の復興及び更なる振興を支援
します。

　・木曽地域限定優待券の発行
　・木曽地域観光の将来を考えるイベント開催
　・メディアを活用した情報発信　等

　*木曽地域宿泊者数：168,300人
　　（平成27年10月から平成28年3月）

　被災者の生活再建と被災地域の再生が円滑に進
むよう、小規模自治体による被災者向け公営住宅の
建設費に対して助成します。

　･事業主体　小谷村
　・補助率　 　1/6以内

　*公営住宅の完成：８戸（平成27年度）

中山間地域等における文化芸術を媒介とした交
流人口の増加及び移住・定住の促進を図るため、
「アーティスト・イン・レジデンスin信州(AIRIS)」モデ
ル事業を大町市等と協働して実施します。

　・国内外からのアーティストの招へい
　・拠点施設の整備
　・コーディネーターの設置　など

　・事業主体　県、大町市等で組織する協議会

　*アーティスト・イン・レジデンスによる交流人口数：
　　　15,000人（平成26年度）→75,000人（平成29年度）
　*アーティスト・イン・レジデンスによる移住・定住者数：
　　　　　　　　　８人（平成26年度）→25人（平成29年度）

（文化振興基金活用事業）

被災者向け公営住宅建設促
進事業補助金

新

新
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事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

観光基盤整備事業費 1,328,500
[県単独公共]
[110312][110314][110405][110520] 債務負担行為

[110613][110706] (356,000)

建設政策課
  FAX　026-235-7482
  kensetsu@pref.nagano.lg.jp

信州ＡＣＥ（エース）プロジェクト 60,000
活動基盤整備事業費
[県単独公共] 債務負担行為

[110520] (30,000)

河川課
  FAX　026-225-7069
  kasen@pref.nagano.lg.jp

県単独公共事業費（一部再掲） 4,345,277
[090520][090521][100402][110312]

[110314][110315][110405][110519] 債務負担行為

[110520][110612][110613][110614] (709,000)
[110615][110616][110617][110706]

建設政策課
  FAX　026-235-7482
  kensetsu@pref.nagano.lg.jp
森林づくり推進課
  FAX　026-234-0330
  shinrin@pref.nagano.lg.jp
農地整備課
  FAX　026-233-4069
  nochi@pref.nagano.lg.jp

◎ 県政課題に対応した社会資本整備

　来年度の観光・誘客イベントの開催を控え、観光
地へのアクセス性を向上させるため、観光地周辺の
道路の拡幅や歩道の整備、舗装修繕等を実施しま
す。

　・観光アクセス道路の拡幅、歩道の設置、
　　舗装修繕等　 60か所

　信州ＡＣＥ（エース）プロジェクトの「体を動かす（ア
クション）」を推進するため、ウォーキングロードの整
備等を実施します。

　・ウォーキングロードの整備、ボート競技消波堤
    （諏訪湖）修繕　　２か所

来年度の観光イベントも踏まえた観光アクセス道
路の整備等を追加で実施するとともに、神城断層地
震や記録的な積雪に伴う融雪災害による被害に対
応し、県民生活の安全・安心の確保を図ります。

　・観光アクセス道路、ウォーキングロード等
    の整備　                          62か所
　・被災箇所の復旧工事等　  179か所
　（道路、河川、砂防、治山、農地、農業用水路等）
　（白馬村、小谷村、小川村ほか）

（千円）

区　分 補　正　額 累　　　計

建　設 4,246,000 20,310,039

林　務 52,500 514,096

農　政 46,777 352,422

環　境 - 33,390

合　計 4,345,277 21,209,947
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事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

道路改築事業費 863,174
[補助公共]
[110402]

道路建設課
  FAX　026-235-7391
  michiken@pref.nagano.lg.jp

地すべり対策事業費 429,030
[補助公共]
[110606]

砂防課
  FAX　026-233-4029
  sabo@pref.nagano.lg.jp

街路事業費 84,606
[補助公共]
[110704] 債務負担行為

(300,000)

都市・まちづくり課
  FAX　026-252-7315
  toshi-machi@pref.nagano.lg.jp

土砂災害基礎調査事業費 9,240
[110602]

砂防課
  FAX　026-233-4029
  sabo@pref.nagano.lg.jp

無人航空機（ドローン）導入 8,000
事業費
[110601]

砂防課
  FAX　026-233-4029
  sabo@pref.nagano.lg.jp

　災害発生時における被災状況の迅速な把握や土
木施設の点検等を効率的に行うため、無人航空機
（ドローン）を導入します。

　･無人航空機（ドローン）導入数：５機

　がけ崩れ、土石流、地すべりの恐れのある土地の
区域を明らかにし、必要な措置を講じるため、土砂
災害警戒区域等の指定に向けた基礎調査の調査
箇所を追加して実施します。

　・対象市町村　長野市、飯山市

　*基礎調査の実施：260か所（平成27年度）

　神城断層地震により緩んだ地すべり箇所につい
て、人家の保全を図るため、地すべり防止施設を整
備します。

　･地すべり対策工　10か所

　*保全人家戸数：75戸（平成27年度）

　災害時の緊急輸送路を確保するため、道路網の
整備を重点的に実施します。

　・道路改良工事　87か所

　*国・県道の改良率：
　　66.4%（平成26年度末見込）→66.8%（平成27年度末）

　歩行者と自転車の通行の安全確保を図るため、道
路の拡幅や歩道整備を実施します。

　･道路拡幅、歩道設置工事　２か所

　*用途地域内都市計画道路整備率：
　　47.5%（平成26年度末）→48.2%（平成27年度末）

新
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事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

9,428

[150421] 

特別支援教育課
  FAX　026-235-7459
  tokubetsu-shien@pref.nagano.lg.jp

　

国民の祝日「山の日」記念全国 5,000
大会推進事業費
[100107]

森林政策課
  FAX　026-234-0330
  rinsei@pref.nagano.lg.jp

28,046

[060202]  

 

環境エネルギー課
  FAX　026-235-7491
  kankyoene@pref.nagano.lg.jp

コンプライアンス推進事業費 1,876

人事課コンプライアンス推進室
  FAX　026-235-7395
  compliance@pref.nagano.lg.jp

◎ その他

　中信地区特別支援学校再編整備計画に基づき、平
成28年４月の分教室設置等に向け教室を改修するほ
か、必要な備品等を整備します。

　・松本盲学校
　　松本養護学校高等部分教室等の設置に向けた
    備品等の整備
  ・寿台養護学校
    重度重複障がい部門の受入拡充に向けた教室
　　の改修

中信地区特別支援学校再編
整備事業費

災害に強い低炭素な地域づくりを進めるため、市
町村が行う避難所や防災拠点等への自然エネル
ギー設備導入に対して助成します。

　・事業主体　市町村
　・補助率　　 10/10

　*発電設備容量でみるエネルギー自給率：
　　78.9％（平成26年度）→86.0％（平成27年度）
　*１村１自然エネルギープロジェクト登録件数：
　　150件（累積）（平成27年度）

（グリーンニューディール基金活用事業）

公共施設等再生可能エネル
ギー導入推進事業費

　県民から信頼される組織づくりを進めるため、外部
からの専門家の登用による「コンプライアンス推進参
与（仮称）」を設置し、職員の意識改革や不祥事の
未然防止に取組みます。

　平成28年８月に松本市上高地で開催される、「国
民の祝日『山の日』記念全国大会（仮称）」の開催に
向けた準備を、松本市等と協力して実施します。

*大会実施計画の策定

新
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新
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事　業　名
［事業改善シート番号］

予　算　額
（千円）

事　　業　　内　　容
（*は成果目標）

ふるさと信州寄付金の活用 1,300
[010103][150916] [150917] 

消防課
  FAX　026-233-4332
  shobo@pref.nagano.lg.jp
スポーツ課
  FAX　026-235-7476　
 sports-ka@pref.nagano.lg.jp 

　１　消防防災航空隊救助用具整備事業
　　　消防防災ヘリコプターに係る救助用具の整備
 　　　 200千円

　２　全日本中学校陸上競技選手権大会長野県
      大会出場選手強化事業
　　　強化合宿の共催負担金
　　　  800千円

　３　小学生を対象としたスキー普及事業
　　　スキー指導用ＤＶＤの制作
　      300千円
　

長野県を応援したいという思いで贈られたふるさと
信州寄付金を活用して、事業を実施します。
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